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海洋保護区のさらなる拡大と管理のあり方に 

 関するスタディグループ（SG）中間報告 
 

１． 本SGの目的・趣旨 

  

我が国では、海洋生物多様性保全戦略において海洋保護区を定義（※１）している。現在、こ

の定義に基づき、我が国の海洋保護区として既存法で制度化された各規制区域の重複部分を除く

面積の合計は約36万9200k㎡と試算されている。 

一方、我が国の領海および排他的経済水域の合計面積は約447万k㎡で、これに占める海洋保

護区の割合は約8.3％となっている。 

※１ 海洋保護区の定義 

海洋生態系の健全な構造と機能を支える生物多様性の保全および生態系サービスの持続可能な利用を目的とし

て、利用形態を考慮し、法律またはその他の効果的な手法により管理される明確に特定された区域 

 

他方、世界では平成 31 年１月現在、イギリス、アメリカ、オーストラリア、フランス、ニュ

ージーランドおよびブラジルの順で、各自国の領海および排他的経済水域（海外領土を含む。）

に占める海洋保護区の設定割合が上位（※２）を占めており、全世界の国家管轄権内水域の約16.8

％に海洋保護区を設定しているとされている。 

※２ 海洋保護区の設定割合の幅 

   第１位のイギリスは約47.5％、第６位のブラジルは約26.6％ 

 

生物多様性条約愛知目標（CBD-COP10）や持続可能な開発計画（SDGs：2015 年）等、国際的な

目標では持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用するため、2020

年までに沿岸域および海域の10％を保全することとされている。これを受け我が国では「生物多

様性国家戦略2012-2020（平成24年閣議決定）」および「第３期海洋基本計画（平成30年閣議

決定）」で、2020年までに管轄権内水域の10%を海洋保護区に設定し、適切に保全・管理するこ

とを目標としている。我が国ではこの目標達成に向け、中央環境審議会自然環境部会の答申を受

け、平成 31 年４月に「沖合海底自然環境保全地域」の指定制度を創設する自然環境保全法の一

部改正を行い、答申に盛り込まれた小笠原方面の沖合海域を指定することで具体の整備作業を進

めている。 

 

本 SG では、新たな沖合海底自然環境地域の指定に向けた取組の現状に関する情報共有を行う

とともに、近々達成する見込みである愛知目標に代わる新たな目標設定を見据え、管轄権内水域

の海洋保護区設定割合の更なる拡大に向けた課題および管理方策を議論する。 
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２． 主な検討テーマ  

 

（１）愛知目標10%達成後における海洋保護区のさらなる拡大に向けた課題 

 

（２）利用・開発と調和した海洋保護区拡充の可能性 

 

（３）海洋保護区の保全・管理を担う組織の抽出とその課題ならびに公的支援のあり方 

 

 ※上記のほか、我が国の海洋保護区政策に関連して次の事項を必要に応じ取り扱う。  

 

   ア 「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」等、我が国の海洋環境保全を損なう海洋ご

み対策の進捗状況の把握 

 

イ 国連で検討中のBBNJ（国家管轄権外区域の海洋生物多様性）の保全および持続可能な利用に

関する動向と新協定作成の検討状況 

 

３．現在の検討状況（令和元年12月19日現在） 

 

 本SGでは、これまでに２回の勉強会を開催。我が国における海洋保護区の現状と取組、海洋保

護区に対するスタンスと区域拡大に際しての留意点、海洋保護区の管理・保全に資する活動とそ

れを担う組織、そして、海洋保護区に関する施策と密接に関連するBBNJの保全および持続可能な

利用に関する国際的な動向に関して知見を共有。具体的に次の事項について、議論を深めること

としている。 

 

（１） 我が国における海洋保護区の現状 

 我が国における海洋保護区の定義と設定の状況、我が国の海洋保護区とCBD（生物多様性条約）

における海洋保護区の定義及びIUCN（国際自然保護連合）による海洋保護区分類との関係、海洋

保護区の管理・保全の手段と有効な取組、現状における海洋保護区拡大の可能性、OECM（その他

効果的な地域ベースの保存措置）に対する我が国の姿勢と考え方 

 

（２） 海洋保護区をめぐる国際的な動向 

 主要国における海洋保護区の定義と設定の状況、愛知目標に代わる新たな数値目標設定に向け

た国際的な動向、OECMに対する評価と活用の現状、BBNJの保全および持続可能な利用に関する動

向と整合性 
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（３） 我が国における海洋保護区の面的拡大と質的充実に向けた我が国の課題 

 生物資源または非生物資源の探査・開発との共存の可能性とその許容範囲、OECM等を積極的に

活用した海洋保護区拡大の可能性、海洋保護区の管理・保全の質的充実に向けた具体策、海洋法

に関する国際連合条約（通称「国連海洋法条約」）を踏まえた国内法の整備 

  

（４） 日本型海洋保護区に対する国際的な支持の獲得 

我が国が目指す新たな海洋保護区の形として、海に対する文化的社会的関係性も加味した施策

の多様なあり方 

 

（５） 気候変動と海洋保護区 

気候変動下における海洋保護区の役割についての再考  

 

４．構成員 

  

（１）参与 

 ・鷲尾参与（主査） 

・ほか関心を有する参与 

 

（２）有識者 

 ・浦辺徹郎（東京大学名誉教授、国際資源開発研修センター顧問） 

 ・白山義久（海洋研究開発機構 特任参事） 

 ・牧野光琢（東京大学 大気海洋研究所 国際連携研究センター教授） 

 ・森下丈二（東京海洋大学 海洋政策文化学部門 国際海洋政策研究室教授） 

 

（３）関係府省庁 

  内閣府、外務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 

 

５．スケジュール 

 

全３回のSG開催を目処に、次のスケジュール等で進行 

 

（１）第１回SG（令和元年９月25日開催） 

 ・SGの進め方・論点整理 

 ・関係省庁による海洋保護区に関する現行施策、国際的な動き、今後の予定等の説明 
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（２）第２回SG（令和元年11月12日開催） 

 ・排他的経済水域と大陸棚における主権的権利および管轄権の確認等 

・関係省庁による海洋保護区の管理・保全に資する活動等の説明 

 ・外務省によるBBNJ新協定の策定に向けた動きの説明 

・有識者による説明 

 ・中間とりまとめに向けた議論 

 

（３）第３回SG（令和２年１月21日開催予定） 

 ・今後の海洋保護区政策（拡大に向けた課題と可能性、保全・管理の具体的方策）のあり方の

議論 

 ・検討課題のとりまとめに向けた議論 




